
［要約］

知的資産管理（ナレッジ・マネジメント）は、欧米のコンサル系企業を中心に意識的に

実践されている。また、既に定量的な調査も行われており、その実態が明らかになりつつ

ある。一方、国内では一部企業で本格的に実践しているものの、欧米企業と比較するとそ

の取組み状況は遅れている。

本調査研究は、国内企業における知的資産管理への意識や取組みの現状と、知的資産管

理推進上の課題を明らかにすることを目的とした。調査方法としては、国内企業へのアン

ケート調査、従業員へのアンケート調査、及び知的資産管理の先進的な取組み企業へのヒ

アリング調査を実施した。その結果、次のことが明らかになった。

１．９割を超える企業が、知的資産管理を重要視しており、その実践意欲も強い。従って、

今後、多くの企業で知的資産管理の取組みが始まる可能性がある。

２．企業にとって最も重要な知的資産は、営業販売、研究開発等の現場部門における従業

員一人一人の経験的な知的資産、すなわち「草の根」の知識である。

３．知的資産管理を推進する上での成功のカギは、経営者の率先的な行動にある。知的資

産管理を全社に浸透させるには、経営者方針を明確に打ち立て、自らが率先して全社に

展開を図り、従業員の意識改革を行うことが必要である。

４．企業にとって価値ある知的資産を創出するためには、知的資産管理の実践に対する評

価制度やインセンティブ制度を設けることが有効である。また、従業員にとって自由で

メリットのある風土・文化を定着させれば、より価値ある知的資産を創出することがで

きる。

５．約５割の企業が、情報インフラ、特にイントラネットが知的資産管理に効果的である

と考えている。また、イントラネットをよく活用している企業ほど、知的資産管理の実

践意欲も強い。

以上のように、知的資産管理を推進するためには、知的資産管理に効果的な情報インフ

ラを活用することも必要であるが、経営者の率先した行動、従業員へのインセンティブ供

与、従業員の意識改革など、組織の運営面での改革や工夫が重要である。

知的資産管理の現状と課題

情報通信システム研究室研究官 美濃谷 晋一
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１．調査研究の背景

情報化の急速な進展により、企業は、俊敏な意

思決定、部門を超えた連携、生産・開発サイクル

の短縮化、業務スピードの向上など、様々な場面

で迅速性を求められている。このため、組織とし

ての知識やノウハウの役割が重要となってきてい

る。一方、企業ではBPRやアウトソーシングの導

入により、業務の効率化や人材の流動化が盛んに

行われている。一見、順調に進んでいるようにも

見えるが、本来必要な人材を失うことで、業務が

うまくまわらなくなったといった課題も発生して

いる。このため、個人の持っている知識やノウハ

ウが重要視されつつある。また、情報技術の進展

により、情報を容易に共有、活用できるように

なっている。このため、企業における様々な課題

を効率的、効果的に解決できる可能性が広がって

いる。

以上のような背景から、企業内に存在する知識

やノウハウなどの知的資産を活かして、企業の競

争力を高めることを狙った「知的資産管理」の必

要性が高まってきている。

この「知的資産管理」は、欧米では１９９０年代前

半からコンサル系企業を中心に取り組み始められ、

「Intellectual Capital Management」や「Knowl-

edge Management」と言われている。国内では

少し遅れて１９９０年代後半から意識的な取組みが始

まっている。エーザイ株式会社はその代表的な企

業と考えられる。今年は、特に「Knowledge

Management（ナレッジ・マネジメント）」とい

う用語が、新聞、雑誌、書籍などでもよく取り上

げられており、一種のブームが起きているとも言

える。また、欧米では、既にコンサル系企業、大

学などにより、「Knowledge Management」に関

する定量的な調査が行われており、その実態が明

らかになりつつある。

２．調査研究の目的

本調査研究は、知的資産管理が単なる一ブーム

に終わらず、これからの企業にとって必要不可欠

なものになっていくであろうという認識の下に、

次のことを明らかにすることを調査研究の目的と

した。

● 国内企業における知的資産管理への意識や取

組みはどの程度なのか。

● 知的資産管理を推進する上での課題は何か。

３．知的資産管理の概要

３．１ 知的資産の定義

本調査研究で対象となる「知的資産」は、企業

によって様々であり、容易に定義することはでき

ない。これまで、「知的資産」あるいは「知識資

産」には、表３―１のような定義が与えられてい

表３―１ 知的資産または知識資産の定義例

論者、文献等 知的資産または知識資産の定義

Tom Stewart「Intellectual Capital」１９９４年 知的資産とは富を創出するために用いることのできる、知識、情

報、知的財産、経験などの知的資源である。

Klein、Prusak「Characterizing Intellectual Capital」

１９９４年

知的資産とは高い価値の財産を創り出すために形を与えられ、捕

捉され、拡張された知的素材である。

Edvinsson、Sullivan「Developing Model For Man-

aging Intellectual Capital」１９９６年

知的資産とは価値に転換することの知識である。

紺野登「知識資産の経営」１９９８年 知識資産とは「知的資本」から「情報的資産（知識資産の触媒）」

を差し引いたものであり、価値の源泉である。
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る。

表３―１の定義を総合すると、「知的資産」は、

知識や知的資源であり、富や価値を創出するため

に利用できるものでなければならないと言える。

本調査研究では次のように定義した。

知的資産とは、企業内に存在する、知識、

技術、ノウハウ、ノウフー、マニュアル、ド

キュメント、知的財産権、顧客履歴情報と

いった、企業の価値を創出する資源の総称で

ある。

３．２ 知的資産の分類

前述の知的資産の定義に従えば、企業には様々

な種類の知的資産が存在していると考えられる。

その中には、例えば、文書やデータの定型化され

たものから、熟練技術者の保有する製品設計のノ

ウハウ、企業やブランドに対するイメージなど、

言葉で説明することが困難なものまでが含まれて

いる。「知識資産の経営」の著者である紺野登氏

は、形成過程、存在する場の２つの軸によるマト

リクスを用いて、「知識資産」を表３―２のよう

に分類している。

表３―２のようなマトリクスを用いることで、

企業内にどのような知的資産があるかを抽出し、

知的資産の分布状況を知ることが可能になる。本

調査研究では、紺野氏の分類を拡張することで、

独自の分類を試みた。その結果が、表３―３の分

類である。

縦軸は知的資産の存在する場、横軸は知的資産

の形態を表している。知的資産の形態は、まず２

つに大別した。１つは誰もが目に見える形になっ

ている形式的な知的資産、もう１つは個人の頭の

表３―２ 知識資産を構成する要素

（紺野登「知識資産の経営」、１９９８年、日本経済新聞社より作成）

経験的知識資産 知覚的知識資産 定型的知識資産 制度的知識資産

市場

知識資産

市場・顧客との関係性

の中で共有される知識

●顧客が製品やサービ

ス、企業について持つ

使用経験から学習され

た知識

●流通ネットワークが

製品やサービス、企業

について持つ学習され

た知識

●ブランド・エクイ

ティー

●企業の評価

●顧客や流通との契約

関係

●メンバ登録された顧

客についての情報内容

●顧客とのネットワー

ク、交流により獲得さ

れる知識

●流通ネットワークを

通じて獲得される市

場・顧客に関する知識

組織的

知識資産

組織が内部的に持つ知

的能力（知力）

●従業員の持つ総合的

知識・能力

●特定の専門職の持つ

コアとなる知識・能力

●製品開発・企画・デ

ザインに関する知識・

能力

●品質に関する知覚

●ドキュメント資産、

マニュアル

●知識ベースシステム

の情報内容

●知識の学習に関する

制度

●コミュニケーション

などを通じて組織内に

流通している知識

製品ベース

知識資産

製品やサービスに含ま

れるノウハウ、コンテ

ンツ、技術などの知識

●製品やサービスに関

する共有可能なノウハ

ウ

●製品の製法などの伝

承されている熟練的知

識

●製品コンセプト

●製品デザイン

●特許知財となる技

術・ノウハウ・著作物

●技術・ノウハウに関

するライセンス

●製品の使用法などの

製品特定の補完的知識

●製品を取り巻く社会

的・法的な知識活用の

システム
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中などに埋もれている暗黙的な知的資産である。

形式的な知的資産は更に２つに分類した。１つは

一定の形式で管理している定型的な知的資産、も

う１つは形式にとらわれずに管理している非定型

な知的資産である。同様に暗黙的な知的資産も２

つに分類した。１つは体験や交流により保有して

いる経験的な知的資産、もう１つは考え方や風土

として根付いている基幹的な知的資産である。各

セル内の知的資産は、具体例を示している。

３．３ 知的資産管理の定義

「知的資産管理」の定義も、論者により様々で

ある。これまで、「知的資産管理（ナレッジ・マ

ネジメント）」には、表３―４のような定義が与

えられている。

表３―４の定義を総合すると、「知的資産管理」

は、企業内の知的資産を活用して、企業の競争力

を高めるためのしくみやプロセスでなければなら

ないと言える。本調査研究では次のように定義し

た。

知的資産管理とは、企業内に存在する知的

資産を活かし、それらの獲得、蓄積（更新、

廃棄）、共有、活用（再利用）、創造、継承と

いった取組みの積み重ねにより、企業の競争

力を高めることを狙った経営手法である。

表３―３ 知的資産の分類

形 態

存在する場

暗 黙 的 形 式 的

基幹的【A】 経験的【B】 非定型的【C】 定型的【D】

個 人【１】

（個人の持つ知的資

産）

個人のものの見方、考

え方

（価値観、世界観）

個人が経験的に保有し

ているもの

（知恵、アイディア、

技術、スキル、ノウハ

ウ、業務知識）

個人が非定型的に保有

しているもの

（情報、ノウハウ）

個人が定型的に保有し

ているもの

（報告書）

部門内【２】

（部門内で共有される

知的資産）

部門風土・文化 部門内で経験的に保有

しているもの（技術、

ノウハウ、ノウフー、

継承されている熟練的

知識）

部門内で非定型的に保

有しているもの

（ノウハウ、ノウフー、

部門内研修などで得た

情報）

部門内で定型的に保有

しているもの

（マニュアル、ドキュ

メント）

企業内【３】

（企業内で共有される

知的資産）

企業風土・文化 企業内で経験的に保有

しているもの（経営方

針に対する理解、技術、

ノウハウ、ノウフー）

企業内で非定型的に保

有しているもの

（ノウハウ、ノウフー、

企業内研修などで得た

情報）

企業内で定型的に保有

しているもの

（マニュアル、ドキュ

メント）

対企業【４】

（企業との関係性の中

で共有される知的資

産）

企業・製品・サービス

に対して他社が持つイ

メージ

（企業イメージ）

企業間で経験的に保有

しているもの

（技術、ノウハウ）

企業間で非定型的に保

有しているもの

（他企業戦略、技術情

報）

企業間で定型的に保有

しているもの

（知的財産権）

対顧客【５】

（顧客との関係性の中

で共有される知的資

産）

企業・製品・サービス

に対して顧客が持つイ

メージ

（ブランドイメージ）

企業―顧客間で経験的

に保有しているもの

（顧客満足度）

企業―顧客間で非定型

的に保有しているもの

（苦情、意見）

企業―顧客間で定型的

に保有しているもの

（顧客契約情報、顧客

履歴情報）
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４．仮説設定

本調査研究は仮説検証型の分析手法を採用した。

各仮説は、文献調査より得られた知見をもとに設

定した。今回は全仮説のうち、次の７つの切り口

における仮説について報告する。

４．１ 仮説１（認識と意欲）

知的資産管理に対する認識と意欲はどの程度で

あるのかを明らかにするために、仮説１を設定し

た。

仮説１）知的資産管理の重要性を認識してい

る企業は多く、その実践に対する意欲も強い。

知的資産管理は、企業にとっても、従業員全体

の能力を底上げする、過誤や試行錯誤を繰り返さ

なくて済む、製品の開発期間を短縮できるなど、

多くのメリットがあるため、多くの企業がその重

要性を認識しており、その実践意欲も強いと考え

られる。

４．２ 仮説２（管理のレベル）

知的資産の管理は、どのレベルまで行われてい

るのかを明らかにするために、仮説２を設定した。

仮説２）大半の企業が「定型的知的資産」を

管理するレベルに留まっており、「経験的知

的資産」を管理している企業は少ない。

「形式的知的資産」は有形なものであるため、

獲得、蓄積、共有、活用など、管理することは容

易である。一方、「暗黙的知的資産」は無形なも

のであるため、管理することは容易でない。この

ため、「形式的知的資産」、その中でもあいまい要

素の少ない「定型的知的資産」を管理している企

業は多いが、「暗黙的知的資産」である「経験的

知的資産」まで管理している企業は少ないと考え

られる。

４．３ 仮説３（知的資産の源泉）

知的資産の源泉は、企業内のどこにあるのかを

明らかにするために、仮説３を設定した。

仮説３）最も重要な知的資産は、現場で作業

している従業員１人１人の持つ知恵やノウハ

ウ、「草の根」の知識である。

企業における知的資産の源泉は、顧客サービス

や開発作業を行っている現場にあり、各部門の従

業員１人１人が持っている知恵やノウハウ、いわ

表３―４ 知的資産管理（ナレッジ・マネジメント）の定義例

論者、文献等 知的資産管理（ナレッジ・マネジメント）の定義

O’Dell、Grayson「If We Only Knew What We

Know」１９９７年

企業の競争力を高めるために、知識を定義し、獲得し、拡大する

プロセス。

World Bank「What is knowledge Management」

１９９８年

ノウハウや組織のビジネスに関連のある何らかのコンテンツの創

造、獲得、配付に関する組織のプラクティスやアプローチの総体。

Graduate School of Business、University of Texas

at Austin「Knowledge Management Home Page」

特定の関心分野に関する従業員の理解を高めるように、情報を発

見、選択、整理、抽出、発表するシステマチックなプロセス。

大浦勇三「ナレッジ・マネジメント革命」１９９８年 世の中のあらゆるベスト・プラクティスを情報・知識・ノウハウ

（知恵）の獲得・創出、編集・蓄積、管理・活用を通じて共有す

ること。

日経産業新聞１９９８年１１月２４日（火）第二部 社内に存在する知識や知恵を生かして、企業の競争力を高めるこ

と。

社団法人情報サービス産業協会 「JISA会報NO．５２」

１９９８年

企業内に蓄積された業務スキル等の「ナレッジ（知識）」を明確

にし、共有、交換、混交、創造、流通、蓄積、継承する仕組み。
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ゆる「草の根」の知識である。この知識を他の従

業員にも広げていき、企業全体の知的資産として

共有・活用することができれば、迅速で有効な戦

略を打ち出し、問題解決を図ることができると考

えられる。

４．４ 仮説４（経営者方針）

知的資産管理を推進する上で、経営者方針がど

のように関わっているのかを明らかにするために、

仮説４を設定した。

仮説４）知的資産管理の推進には、経営者方

針を企業内に展開、浸透させることが重要で

ある。

知的資産管理の方針、考え方、進め方などを全

社に広めるためには、それらの情報を公開し、重

要性を説き、全従業員へ展開していくことが重要

である。そのためには、企業の経営方針に組み込

んだり、経営者や管理職の考え方としてホーム

ページや説明会で公開したりと、経営者方針を企

業内に浸透させるための取組みが必要であると考

えられる。

４．５ 仮説５（インセンティブ）

知的資産を創出する上で、効果的なインセン

ティブとは何かを明らかにするために、仮説５を

設定した。

仮説５）価値ある知的資産の創出には、従業

員が自発的に知識を吐き出すようなしくみや

制度を設けることが必要である。

企業にとって価値のある知的資産を生み出すた

めには、従業員にモチベーションやインセンティ

ブを与えたり、人事評価などの社内制度と連動さ

せたりと、従業員が「知識の出渋り」をすること

なく、その知識を自発的に吐き出すようなしくみ

や制度を設けることが必要であると考えられる。

４．６ 仮説６（風土・文化）

企業の風土・文化や従業員の考え方が、知的資

産管理を推進する上で、どのような影響を与えて

いるのかを明らかにするために、仮説６を設定し

た。

仮説６）知的資産管理の推進には、まず、従

業員の意識改革、次に、従業員１人１人の知

識の創出を促すような風土、文化を定着させ

る必要がある。

知的資産管理を推進するには、まず、経営者が

リーダーシップを発揮し、全社的な方針を打ち出

し、従業員の意識改革を推し進める必要がある。

次に、企業や組織にとって価値ある知的資産を獲

得するために、ギブ＆テイクの精神、ボトムアッ

プ的な発想など、従業員１人１人に知識を生み出

させるような、風土・文化を根付かせる必要があ

ると考えられる。

４．７ 仮説７（情報インフラ）

知的資産管理を実践する上で、効果的な情報イ

ンフラとは何かを明らかにするために、仮説７を

設定した。

仮説７）知的資産管理の実践には、情報イン

フラ、中でも「イントラネット」の活用が効

果的である。

電子化、ネットワーク化、双方向化を支える情

報インフラの整備が進み、「グループウェア」、

「インターネット」、「イントラネット」、「エクス

トラネット」など、知的資産管理の実践に効果的

な情報インフラが出てきている。現状では、その

中でも、導入が容易で、操作性が統一でき、知的

資産の共有に馴染む、インターネット技術を利用

した「イントラネット」が最も効果的な情報イン

フラであると考えられる。

１０７ 郵政研究所月報 １９９９．７
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建設�
10.7％�
�

商業�
16.5％�

鉱業�
0.0％�

電力・ガス�
0.0％�

通信�
0.8％�

海運�
0.0％�

陸運�
1.3％�

空運�
0.0％�

食品�
3.3％�

繊維�
2.8％�

化学�
7.1％�

窯業�
1.5％�
�

鉄鋼�
0.3％�
�

機械�
6.9％�
�

倉庫・輸送関連�
1.8％�

不動産�
1.0％�

金融・保険�
　7.6％�

�

電気機器�
　7.4％�
�

精密機器�
2.3％　�

�

その他製造�
　4.1％�
�

輸送用機器�
5.6％�
�

パルプ・紙�
　0.5％�

石油・�
石炭製品�
　0.8％�
�

ゴム製品�
　1.0％�
�

非鉄金属�
　1.0％�
�金属製品�
　3.1％�
�
�

その他�
2.0％�

無回答�
　1.0％�

水産・農林�
　0.3％�サービス�

9.4％　�

５．仮説検証方法

前述の各仮説を検証するために、表５―１のよ

うな調査を実施した。

６．企業アンケート調査の概要

企業アンケート調査は、調査実施機関である富

士通総研から、企業の経営企画担当責任者に調査

票を郵送し、回収についても各企業から富士通総

研に郵送する形式をとった。調査対象企業は、

１９９９年１月時点での上場企業全３３１３社とした。調

査期間は、１９９９年２月１２日（金）～２月２５日（木）

で、有効回答企業数は３９３社、回収率は１１．９％で

あった。

６．１ 回答企業の業種分布

回答企業の業種分布は、図６―１に示すとおり、

業種による偏りが見られる。商業１６．５％、建設

１０．７％、サービス９．４％が比較的多くなっており、

全般的にはほぼ全業種にわたっている。

６．２ 回答企業の従業員数分布

回答企業の従業員数分布は、図６―２に示すと

おり、３００～５，０００人未満の企業が約９割と多く

なっており、５，０００人以上の企業が約１割と少な

くなっている。

７．従業員アンケート調査の概要

従業員アンケート調査は、効率的かつ効果的に

実施するため、電子メールによるマーケティン

表５―１ 仮説検証のための調査方法

調 査 種 別 調 査 概 要

企業アンケート調査 経営者側から見た、知的資産管理の現状を調査した。

従業員アンケート調査 従業員側から見た、知的資産の共有、活用の現状を調査した。

先進企業ヒアリング調査 知的資産管理に関する先進的な取組みの現状を調査した。

図６―１ 回答企業の業種分布

１０８郵政研究所月報 １９９９．７
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� 輸送用機器�

1.8％�
�
精密機器�
　3.3％�
�その他製造�
　6.3％�
�

化学�
2.2％�

繊維�
0.8％�

パルプ・紙�
　0.6％�

食品�
2.5％�

建設�
3.5％�

�

電気機器�
　16.0％�
�

鉱業�
0.4％�

サービス�
29.3％�

その他�
11.7％�

無回答�
　0.0％�

水産・農林�
　0.4％　�

ゴム製品�
　0.4％�
�窯業�

0.0％�
�

鉄鋼�
0.8％�
�非鉄金属�

　0.0％�
� 金属製品�
　1.2％�
�
�

石油・石炭製品�
　　0.0％�
�
�

機械�
1.8％�
�

商業�
5.3％�

金融・保険�
　4.7％�
�

不動産�
0.2％�陸運�

1.6％�

海運�
0.0％�

空運�
0.4％�

倉庫・輸送関連�
0.2％　　�

通信�
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電力・ガス�
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グ・サービス「iMiネット」１を活用した。調査対

象者は、「iMiネット」利用者のうち、会社員、公

務員の８００人を対象とした。調査実施機関である

富士通総研が、調査票をWebサイトにアップ

ロードし、調査対象者に回答依頼の電子メールを

１９９９年３月１２日（金）に送信し、回答者からの回

答データを集計した。調査期間は、１９９９年３月１２

日（金）～３月２５日（木）で、有効回答者数は４９８

人、回答率は６１．１％であった。

７．１ 勤務先企業の業種分布

回答者の勤務先企業の業種分布は、図７―１に

示すとおり、業種による偏りが見られる。サービ

ス２９．３％、電気機器１６．０％、その他１１．７％が比較

的多くなっており、全般的にはほぼ全業種にわ

たっている

７．２ 勤務先企業の従業員数分布

回答者の勤務先企業の従業員数分布は、図７―

２に示すとおり、企業アンケート調査と異なった

傾向を示している。３００人未満の企業が約３分の

１と最も多くなっており、５，０００人以上の企業も

約４分の１と多くなっている。

図６―２ 回答企業の従業員数分布

図７―１ 回答者の勤務先企業の業種分布

１ 「iMi（Interactive Marketing Interface）ネット」とは、富士通株式会社が運営し、株式会社富士通総研が協力しているワン・
トゥ・ワン・マーケティングメディアである。インターネットの利用者とNIFTY–Serveのメンバから構成される約１５万人のiMi
ネットメンバ（１９９９年４月現在）を対象に、アンケート調査を行ったり、電子DMを配信したりすることができるサービスであ
る。

１０９ 郵政研究所月報 １９９９．７
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　　　2.0％�
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　　17.2％�

顧客窓口・�
サービス部門�
　　5.5％�新規事業開発部門�

0.6％　　　�

総務部門�
4.3％�

営業・販売部門�
15.7％�

総合企画・�
戦略策定部門�
　5.3％ 　�

生産部門�
7.2％　�

物流部門�
0.8％　�

人事部門�
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�
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担当者クラス�
　35.0％　�

技術専門職�
　17.0％�

係長・�
主任クラス�
　28.4％�

その他�
3.9％�

無回答�
0.0％�
�

社長・�
役員クラス�
　1.4％�

部課長クラス�
　14.3％�

７．３ 回答者の所属部門分布

回答者の所属部門分布は、図７―３に示すとお

り、研究開発部門２３．３％、情報システム部門

１７．２％、営業・販売部門１５．７％、その他１１．５％が

比較的多くなっており、全般的にはほぼ全部門に

わたっている。

７．４ 回答者の役職分布

回答者の役職分布は、図７―４に示すとおり、

担当者クラス３５．０％、係長・主任クラス２８．４％、

技術専門職１７．０％、部課長クラス１４．３％の順に多

くなっている。

８．先進企業ヒアリング調査の概要

１９９９年２～３月、知的資産管理の先進的な取組

みを行っている企業に対して、ヒアリング調査を

実施した。今回はそのうち３社のヒアリング調査

結果の一部を報告する。

８．１ エーザイ株式会社

エーザイ株式会社（以下、エーザイ）は、医薬

品の製造・販売を中心的な事業内容とする企業で

ある。筑波、ボストン、ロンドンに主要な研究所

を持ち、日米欧三極体制で研究開発を行っている。

エーザイは、全世界に７，２００名を超す従業員を擁

し、多様な価値観を持った従業員が「hhc（human

health care）」という企業理念を共有しながら、

患者様と生活者の皆様へのより一層の貢献を目指

図７―２ 回答者の勤務先企業の従業員数分布

図７―３ 回答者の所属部門分布

図７―４ 回答者の役職分布
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し、知識創造に重点を置いた企業活動を展開して

いる。

その「hhc活動」は大きく３期に分けられる。

第I期は「hhc理念」の発信と「hhcマネージャー」

を育成する期間、第Ⅱ期は「hhcマネージャー」

がコアとなり、「hhc理念」を浸透させる期間、

第Ⅲ期は「hhc活動」をグローバル展開する期間

である。

第Ⅰ期の「hhcマネージャー」の育成期間（１９９１

年～１９９２年）は、社長自らが研究開発・生産・営

業・管理の各部門から改革の核となる人材を選抜

しスタートした。１グループ２０名前後の５グルー

プ（合計１０３名）に分け、表８―１の４stepのプ

ログラムが実施された。

第Ⅱ期の「hhc活動」を組織に浸透させる期間

（１９９２年～１９９６年）では、第I期で育成された「hhc

マネージャー」が中心となり、患者様や生活者の

皆様に視点をあてた個別プロジェクト活動を全

社・各部門において展開していった。具体的には、

薬を正しく服用して頂くためのビデオの作成と病

院の待ち時間を使った患者様への提供、安全最優

先のプロモーション活動、患者様にやさしい包装

や剤形の開発、医療現場ニーズの収集など、多く

の成果を出している。

第Ⅲ期は「グローバルhhc」の実現を目指す「第

Ⅲ期５ケ年戦略計画」がスタートした時から現在

に至る期間（１９９７年～）である。社を取り巻く環

境は更に激変の兆しを見せ、グローバルに「hhc」

を実現するためには、新たなイノベーションへの

取組み・手法が求められてきた。そこで、トップ

の判断で、野中郁次郎北陸先端科学技術大学院大

学教授が提唱されている「知識創造理論」の考え

方が導入された。現在は「知識創造理論」におけ

る「知識創造の４モード」を活用して、具体的な

実践活動を展開している。エーザイにおける「知

識創造の４モード」を図８―１に示す。

エーザイでは、全社レベルで「日常業務の取組

み方」に関する２００項目に及ぶ質問を設定した「知

識創造サーベイ」を実施し、知識創造プロセスに

おける強み・弱みを見極めている。「知識創造

サーベイ」の結果は、４モードのうち、「共同化」

「表出化」「連結化」は平均的な値であったが、「内

面化」の数値はどの年齢層・職位においても大変

高かった。つまり、「個人の『知』の取込みは積

極的に行われているが、組織までは広がっていな

い」ということが推測されている。従って、エー

表８―１ 「hhcマネージャー」育成プログラムの概要

Step プ ロ グ ラ ム 概 要

第１ 御殿場の経団連ゲストハウスに７日間缶詰め状態となり、暗黙知の交流を行った。狙いは「企業は変わらなけ

ればならない」ということを理解すること、そして「新しい視点でどう自分の仕事の現場で活かしていくか」

を考えさせることであり、革新的な企業の事例を通じて学ばせた。

第２ 老人医療や介護において先進的な病院（東京都青梅市）での２泊３日の病棟実習である。この実習は、お年寄

りの入浴の手伝い、食事の介助、トイレ誘導やオムツ交換など、様々な体験をしながら患者様のニーズを知り、

患者様の身になって考えるプログラムであり、「hhc」を実現する上で大きな効果を発揮した。

第３ 第一線の医療現場への３泊４日の派遣研修である。患者様志向の医療機関をはじめ、救急医療の現場や臨床医

が一人だけの離島の診療所、山間僻地の無医村等の実態を学ばせた。

第４ 「知」を習得した「hhcマネージャー」が社長・役員の前で１人ずつ革新提案の発表を行った。企業変革の必

要性を学び、顧客とは何かを考える機会を得、第一線の医療現場での実情を知った各メンバは、社への提言と

自組織をこのように変えていきますという、力強い・意欲的な提言を行い、確実に「hhc」推進の担い手となっ

ていった。

１１１ 郵政研究所月報 １９９９．７



共同化� 体で「知」�
を知る�

・現場に足を運んでいる�
・患者ニーズを把握する�
・プロジェクトで他部門の�
　ノウハウを共有する�

内面化�

表出化�

連結化�
言葉や形を�
体得する�

思い・ノウハウ�
を言葉や形で�
表す�

言葉や形を�
組み合わせる�

・研修を通じて知を吸収�
・成功例を自分で試す�
・新しい知識を人に話す�
・新しい業務プロセスを試す�

・対話や議論からコンセプト�
・現場からコンセプト�
・課題解決の仮説を出す�

・社内外の情報を統合する�
・情報を組み合わせて発表�
・企画書や報告書の形に�
　　　　　　ドキュメント化�

暗
黙
知�

暗
黙
知�

暗黙知�

形式知�
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知　識� 創　造�

担当者制�

プロジェクト活動�

支援�

研究開発� 生　産� 営　業� 管　理�

研修での共有化�

hhcカンファレンス�
病棟実習�

知創カンファレンス�

知の広場�
部門総会�
hhc Initiative

海　外�

ザイでは、個人の「知」を組織の「知」に変換で

きるようなしくみをつくることが必要とされてお

り、そのためには「場づくり」とミドル・マネー

ジャーのコンセプト創造スキルの開発が重要とさ

れている。

エーザイでは、「知識創造活動」を全社的に実

効あるものとすべく、その推進組識として社長席

直轄下に「知創部」編成した。「知創部」は、各

部門（研究開発、生産、営業、管理、海外）毎に

部員を配置し、hhcプロジェクト活動や人材育成

プログラムの支援を行っている。例えば、イント

ラネット上の「知の広場」のような多様な「知」

を生み出す「場」や、「病棟実習」のような患者

様のニーズに気付くための機会を提供している。

「知創部」と「知識創造活動」との関係を図８―

２に示す。

これまでの「hhc活動」の成果としての事業展

開の例としては、「エルメッド・エーザイ株式会

社」の設立と「商品情報センター」の開設が挙げ

られる。

「エルメッド・エーザイ株式会社」は、１９９６年

４月に設立された高齢者向けジェネリック薬の研

究開発、製造、販売を行っているエーザイの

１００％子会社である。同社の設立は、社員の「病

棟実習」の体験の中から、口の中で少量の唾液で

も容易に溶ける「口腔内速崩錠」の開発がきっか

図８―１ エーザイにおける「知識創造の４モード」（エーザイ株式会社提供資料より作成）

図８―２ 「知創部」と「知識創造活動」との関係（エーザイ株式会社提供資料より作成）
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けとなった。高齢者の方々にとっては、どのよう

な形態の薬が飲みやすいのかを考え、現在では１４

品目が販売されている。

「商品情報センター」は、「hhc活動」の成果と

して１９９２年度に誕生した。顧客の生の声を直接

トップにつなげるための組織となっている。薬に

対する説明を求める一般生活者の質問から、医

師・薬剤師の専門的な問い合わせまで、これまで

に２０万件を超す相談が寄せられており、この中か

ら新製品につながるヒントも出ている。「チョコ

ラBBジュニア」や「チョコラBBこどもシロップ」

がその一例である。

８．２ 株式会社花ごころ

株式会社花ごころ（以下、花ごころ）は、家庭

園芸、輸入の園芸グッズ、ガーデニング関係の商

品の販売を事業内容とする企業である。従業員数

は、１９９９年３月現在、男性１７名、女性４２名の合計

５９名である。事業所は、本社の高畑ウェルカムセ

ンター（名古屋市）の他、東京営業所、ショップ

が２店舗ある。その他、花ごころグループとして、

株式会社花ごころ製造本社工場、名四工場、多度

工場がある。顧客は園芸問屋がほとんどで、販売

店やエンドユーザは一部である。

業務の課題としては、園芸業界全体にも言える

ことであるが、専門店と量販店との色分けがなく

なってきていることがあげられる。従来の「園芸

店」が「ガーデンセンター」に名称を変えている

など、店種のボーダレス化が進んでいるためであ

る。また、来店した顧客に対して情報提供できる

人が少なくなってきており、情報やノウハウの共

有化が課題と言える。

花ごころでは、グループウェア（Notes）と携

帯パソコンを活用して、従業員の持つ情報やノウ

ハウの共有を図っている。花ごころでは、様々な

情報・ノウハウが共有化されているが、一番大事

にされている情報・ノウハウが企業のコンセプト

である。そのコンセプトの周辺に各従業員が持っ

ている情報・ノウハウが点在し、それらを共有化

しているという点が、花ごころでの情報・ノウハ

ウ共有の特徴と言える。

現在、Notesを活用した社内システムで提供し

ている主なサービスとして、「伝言板」、「DATA

–IN（データ・イン）」（社内で独自で作ったNotes

の文書データベースの１つ）、「電子会議室」があ

る。

「伝言板」は、日々の社内の連絡事項を扱って

おり、従業員全員が確認できるようになっている。

電子メールは１対１の関係でやり取りされること

が多く、その情報が個人に依存してしまうと、組

織としては「死に情報」として捉えられるので、

通常は誰もが見ることができる「伝言板」で連絡

を取り合うことにしている。このため、一番利用

頻度の高いサービスとなっている。

「DATA–IN」は、営業担当関連の情報・ノウ

ハウを中心に扱っているが、全従業員が社内で自

由に読み書きが可能となっている。基本方針とし

て、「事実」、「仮説（こう思うという考え）」、「ア

クション（こうしたという行動）」に分けて、情

報・ノウハウをアップするようになっている。内

容としては、チラシで見つけた他社情報（商品、

値段など）、販売店から聞き込んだ情報、アイ

ディア情報など様々である。ここでの情報・ノウ

ハウは、全て商品化や業務改善に活かされている。

つまり、現在一番の商品開発の力となっているも

のである。

「電子会議室」は、会議までに明確にしておく

こと、会議での決定事項、会議での検討経過など、

実際の会議を効率よく行うために活用されている

ものである。

Notes活用の推進主体としては、社長のリー

ダーシップの下、システム担当がシステムを立ち
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上げ、企画担当が社内に馴染ませる役割を担って

いる。馴染ませるためには、まず各部門のキーマ

ンに研修を含めて説明を行い、その後キーマンを

通じて全社員に伝わるようにしている。Notes活

用を推進するに当たっては、各従業員の興味のあ

るところから使わせるようにしていった。

情報・ノウハウ共有した最大のメリットとして

は、次の３つがあげられる。

● 誰もが情報を確認することができるおかげで、

業務スピードが確実に向上したこと。

● いつでもどこでも最新の情報を提供できるこ

と。

● 各担当者のいろいろな視点や見方を取り入れ

ることができ、新製品を様々な視点で考えられ

るようになったこと。

８．３ 富士通株式会社 ソフト・サービス事業推

進本部

富士通株式会社（以下、富士通）の事業内容は、

「電子デバイス部門」、「通信部門」、「情報処理部

門」、「ソフト・サービス部門」の４部門に大きく

分かれている。ソフト・サービス部門の主な業務

は、システム、ネットワーク、アウトソーシング、

アプリケーションなどに関するコンサルティング

やインテグレーションである。ソフト・サービス

部門の従業員は、富士通本体に約６，０００人、国内

のSE（システム・エンジニア）会社に約１５，０００

～２０，０００人（「SE会社」の定義による）、そして

海外の関連会社に約２０，０００人いる。ソフト・サー

ビス部門では、ネットワークを通して、知識を共

有することで、新しいワークスタイルの変革を実

現するためのナレッジ・マネジメントを「Solu-

tion NET」と名付けて実践している。

「Solution NET」は、スタートしてから丸２年

が経つが、書類を共有・再利用しようという取組

みはかなり以前からあった。最初の取組みは１９７８

年からスタートした「FIND（汎用コンピュータ

を活用した情報共有システム）」に溯る。当初、

「FIND」への情報の登録は、推進運動を展開す

るなどの方法で進めて、それなりの効果を出して

いたが、多くの課題も生じてきた。現在では、情

報登録を促進するために、情報を有料化している。

情報の登録時に、利用料金を設定させ、その情報

が利用されると、情報利用部門から情報登録部門

へ料金が入ってくるようなしくみである。

４～５年 前 か ら「FIND」は、「FIND２／IKB

（Webサイトを活用した情報共有システム）」へ

と移行した。「FIND２」が主にSE自身が登録す

る情報（商談情報、プロジェクト情報など）を蓄

積しているのに対し、「IKB」はSE支援部隊が登

録する技術情報を主に蓄積している。「FIND２

／IKB」は、「FIND」時代の教訓を活かした、本

当に有効利用したい情報を対象に運用しているシ

ステムである。しかし、情報共有システムを

Webサイトを活用したものに移行してからも、

情報の利用にはまだまだ多くの課題があった。そ

の大きな理由は、次の２点である。

１）情報を整理している間に時間が経過し、情報

の陳腐化が始まっている２。

２）人間関係をたどって情報を収集した方が、有

用な情報を手早く入手できたこと。

これは「情報を登録するシステムに共通して言

える『限界』である。」と考えられていた。

このような状況下、「日常の業務で何が重要か

といえば、リアルタイムで判断ができることであ

る。このためにはプロジェクトの今の状況を常に

分かることが重要である。」という認識の下に生

まれたのが「Project Web」である。「Project

２ 常に最新の情報を求めているSEにとっては、整理された時点すなわち情報が「完成」された時点では、既にその情報の価値は
低下しているのだという。技術革新の頻度の多さ、情報産業の競争の激しさを物語っている。
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コンサルティング部門� Solution NET 推進室�

全体の開発運用�

CKO（Chief Knowledge Officer）�

Web」の利用に関する基本的なスタンスは、「利

用したいプロジェクトが自由に利用すればよい。」

というものである。これは、「現実問題として、

約２０，０００万人のSEをコントロールするのは困難

である。」という逆説的な発想にもとづいて考え

られている。実際、各プロジェクトで自然発生的

に生まれたしくみが、部門全体のしくみに発展し

ている例が多いようである。しかし、完全な自由

放任主義ではなく、緩やかなコントロールとして、

２ヶ月に１回、プロジェクトの代表者を集めた会

議を開催し、推進状況を確認している。

以上のことから「Solution NET」は、リアル

タイム性を重視したナレッジ・マネジメントであ

ると言えよう。

ソフト・サービス部門のナレッジ・マネジメン

トに関する方針を指示するCKO（Chief Knowl-

edge Officer）と呼ばれる担当役員、担当幹部の

配下に、図８―３のような組織がある。それが、

「Solution NET」全体の開発運用を担っている

専門組織、「Solution NET推進室」である。「Solu-

tion NET推進室」の活動としては、「Solution

NET」の方針や考え方を全社員に展開したり、

先行グループの具体的な事例を紹介したり、「不

満を聞く会、議論する会」を設けたりしている。

「Solution NET」の基本的なしくみは、「検索

エンジン＋エージェント」である。特に情報登録

のための分類は行わず、ネットワーク上で仕事を

行っていれば自然に情報が共有されるしくみであ

る。「Project Web」については、プロジェクト

の進め方はプロジェクトや人によって異なるため、

フォーマット無しで自由に実践させている。例え

ば、フォーマットがあるために、タグを付けたり

することは、日常業務と外れた仕事であり無駄で

ある。文書などを作成したら、それをサーバに蓄

積しておくだけで十分であり、あとはそれを見た

い人が検索エンジンを活用して検索すれば良いと

いう発想である。また、現在４００ほどのサーバが

あるが、そこにエージェント・プログラムを常時

動作させている。あらかじめ利用頻度の高い単語

を登録しておけば、エージェント・プログラムが

その単語を含む文書を自動的に検索してくれるし

くみを実現している。

「Solution NET」の知識構造は、図８―４に示

すとおりである。その知識構造は、「実作業で生

まれる知識」「整理された知識」「体系化された知

識」の３つに分けている。

「実作業で生まれる知識」は、現場に最も近く、

顧客をサポートしている部門のノウハウや知恵が

図８―３ 「Solution NET」の推進体制

（黒瀬邦夫「富士通のナレッジ・マネジメント」、１９９８年、ダイヤモンド社より作成）
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蓄積されている。「整理された知識」は、「実作業

で生まれる知識」から抽出した業種別の知識や業

種共通の知識が蓄積されている。「体系化された

知識は、「実作業で生まれる知識」「整理された知

識」で得られた知識のうち、商品やサービスとし

て利用できるノウハウが蓄積されている。

「Solution NET」の取組みをスタートさせてか

らの目に見える効果としては、従業員の意識が

「プロジェクト制」へと変わっていったことや

「Project Web」を利用したプロジェクトの業績

が向上していることがあげられる。

９．仮説検証

企業、従業員の両アンケート調査結果を中心に、

先進企業ヒアリング調査結果も取り入れながら、

各仮説を検証した。

９．１ 仮説１検証（認識と意欲）

仮説１）知的資産管理の重要性を認識してい

る企業は多く、その実践に対する意欲も強い。

仮説１は、知的資産管理の重要度、実践度、そ

して将来的な実践意欲度をもとに検証した。

９．１．１ 知的資産管理の重要度

図９―１は、経営者と従業員が、知的資産管理

をどの程度、重要と考えているかを表している。

「かなり重要である」「重要である」を合わせる

と、経営者、従業員ともに、９割を超える企業が、

知的資産管理の重要性を認識していることが分か

る。

図９―１ 知的資産管理の重要度

図８―４ 「Solution NET」の知識構造（富士通株式会社提供資料より作成）

１１６郵政研究所月報 １９９９．７



������
������������������

��������

������������������������������������������
������������������

��������
������������������

100％�80％�60％�40％�20％�0％�

あまり重要でない�

重要である�

かなり重要である�

経営者合計�

N＝7

N＝66

N＝19

N＝92

１年未満に�
実践する�

１～３年未満に�
実践する�

具体的な予定はない�
が検討している�

３～５年未満に�
実践する� 考えていない�

無回答�

13.0

10.5 31.6

53.0 30.3

42.1 15.8

4.4

0.0

0.0

9.1
0.0

2.2

0.00.0

4.6

2.2

0.0

3.0

0.085.714.3

46.7 31.5

0.5

0.0

0.4

0.0

100％�80％�60％�40％�20％�0％�

あまり重要でない�

重要である�

かなり重要である�

経営者合計�

N＝12

N＝243

N＝137

N＝391

意識的に実践している�

意識的ではないが実践している�

実践していない�

無回答�

25.0

31.7

56.2

40.0

40.7

29.9

36.1

27.2

13.9

23.4

16.7 58.3

９．１．２ 知的資産管理の重要度と実践度

図９―２は、知的資産管理の重要性を認識して

いる企業が、知的資産管理をどの程度、実践して

いるかを表している。

知的資産管理の重要性を認識している企業ほど、

「意識的に実践している」の割合が高くなってい

ることが分かる。

９．１．３ 知的資産管理の重要度と将来的な実践意

欲度

図９―３は、現状、知的資産管理を実践してい

ない企業が、将来、どの程度実践する意欲がある

のかを表している。

「１年未満に実践する」「１～３年未満に実践す

る」を見れば分かるように、重要性を認識してい

る企業ほど、将来的な実践意欲も強くなっている。

以上のことから、仮説１は「仮説どおり」の結

果が得られたと言えよう。

９．２ 仮説２検証（管理のレベル）

仮説２）大半の企業が「定型的知的資産」を

管理するレベルに留まっており、「経験的知

的資産」を管理している企業は少ない。

仮説２は、知的資産別の実践度、つまり、知的

資産の分類毎に、どの程度、共有、活用などを実

図９―３ 知的資産管理の重要度と将来的な実践意欲度との関係

図９―２ 知的資産管理の重要度と実践度の関係
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践しているのかをもとに検証した。

図９―４は、知的資産管理を実践している企業

における知的資産別の実践度を表している。

知的資産管理を実践している企業の６割以上が、

企業内と部門内で共有されている定型的な知的資

産を実践している。また、企業の４割以上が、部

門内で共有されている経験的な知的資産を実践し

ていることが分かる。

図９―５は、従業員の視点から見た方である。

従業員の４割以上が、部門内で共有されている、

あるいは、従業員個人の保有している、定型的な

知的資産を実践している。また、従業員の約５割

が、従業員個人の保有している経験的な知的資産

を実践している。この結果は、従業員個人レベル

では、知的資産の共有、活用などが盛んに実践さ

れていると考えられる。

図９―５ 知的資産別の実践度（従業員の視点）

３ MA（Multi Answer）は、複数回答を示す。

図９―４ 知的資産別の実践度（知的資産管理を実践している企業の経営者の視点）
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無回答�
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経営者�
（N＝393、MA）�

37.9

7.9

16.3

16.3

18.3

以上のことから、仮説２は「ほぼ仮説どおり」

の結果が得られたと言えよう。

９．３ 仮説３検証（知的資産の源泉）

仮説３）最も重要な知的資産は、現場で作業

している従業員１人１人の持つ知恵やノウハ

ウ、「草の根」の知識である。

仮説３は、知的資産の存在する部門、知的資産

の存在する役職、そして、知的資産別の重要度を

もとに検証した。

９．３．１ 知的資産の存在する部門

図９―６は、企業にとって重要な知的資産がど

の部門に多く存在しているかを表している。

一見して分かるように、企業の約６割が、営業

図９―７ 知的資産の存在する役職

４ ２Aは、２つまでの限定回答を示す。

図９―６ 知的資産の存在する部門

１１９ 郵政研究所月報 １９９９．７



対顧客�対企業�企業内�
部門内�個　人�

基幹的�
経験的�
非定的�
定型的�

����
4.1

������
���

8.4

����
��

11.7

�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

24.1

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

16.2
12.9

6.3
9.0

23.9

8.4
9.6

8.4 12.3

46.8

66.9

5.9
2.5

1.2 2.7 4.90

10

20

30

40

50

60

70

経営者�
（N＝487、MA）�

％�

対顧客�対企業�企業内�
部門内�個　人�

基幹的�
経験的�
非定的�

定型的�

13.

18.3

�
�
�
�
�����
�
�
�
��
�
�
�
� �

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�

�
�
�
� �

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�

�
�
�
� ��

����
6.4

27.0

15.3

20.6

13.7

3.8

21.1

19.3
15.0

41.2
44.0

16.5

4.3
5.1 0.8 1.3

0

10

20

30

40

50

経営者�
（N＝385、MA）�

18.14.0

％�

販売部門と研究開発部門をあげている。このこと

は、重要な知的資産は、顧客に関する知的資産を

保有している現場レベルにあることを反映してい

ると考えられる。

９．３．２ 知的資産の存在する役職

図９―７は、企業にとって重要な知的資産がど

の役職に多く存在しているかを表している。

経営者の視点と従業員の視点で違いがはっきり

現われていることが分かる。経営者の約４分の３

が「部課長クラス」と回答しているのに対し、従

業員の約４割が「係長・主任クラス」と回答して

いる。また、３割を超える従業員が「社長・役員

クラス」を除く役職に重要な知的資産があると回

答している。

９．３．３ 知的資産別の重要度

図９―８は、経営者の視点での知的資産別の重

要度を表している。

経営者の４割以上が、部門内と従業員個人の経

図９―９ 知的資産別の重要度（従業員の視点）

図９―８ 知的資産別の重要度（経営者の視点）
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実践経営者（N＝299、MA）�

実践従業員（N＝282、MA）�

33.3

19.1

34.0

11.3

29.8

11.7

5.4

5.7
0.0

50
％�

403020100

経営者・管理職が率先して知的資産管理を実践している�

知的資産管理に関する方針や考え方を経営方針に組み込んでいる�

経営者・管理職がホームページなどを通じて知的資産管理に関する方針や考え方を社員に啓蒙している�

経営者が知的資産管理に関する方針や考え方を社内報、講演などで発表している�

管理職が知的資産管理に関する方針や考え方を会議、研修などで社員へ説明している�

知的資産管理を推進させる責任を管理職に対して課している�

社内発表会などで社員に自らの知的資産の共有、活用などの成功事例を発表させている�

その他�

無回答�

実践経営者� 実践従業員�

27.8
37.2

18.4

16.3

35.1
38.5

25.4

28.4

20.7

験的に保有している知的資産の重要性を認識して

いる。

図９―９は、従業員の視点から見た方である。

経営者の視点と比較すると、更に特色が出ている

ことが分かる。４割を超える従業員が、部門内の

経験的に保有している知的資産の重要性を認識し

ている。更に、７割近い従業員が、従業員個人の

経験的に保有している知的資産の重要性を認識し

ていることが分かる。

以上のことから、仮説３は「ほぼ仮説どおり」

の結果が得られたと言えよう。

９．４ 仮説４検証（経営者方針）

仮説４）知的資産管理の推進には、経営者方

針を企業内に展開、浸透させることが重要で

ある。

仮説４は、知的資産管理の展開方法と浸透度を

もとに検証した。

９．４．１ 知的資産別の展開方法

図９―１０は、知的資産管理を実践している企業

が、知的資産管理の方針や考え方をどのような方

法で社内に展開しているのかを表している。

経営者の視点と従業員の視点を合わせて見てみ

ると、「管理職が知的資産管理に関する方針や考

え方を会議、研修などの場で従業員へ説明してい

る」が最も多く、次いで「知的資産管理に関する

方針や考え方を経営方針に組み込んでいる」「社

内発表会などで社員に自らの知的資産の共有、活

用などの成功事例を発表させている」「経営者、

管理職が率先して知的資産管理を実践している」

が多くなっている。

「社内発表会などで社員に自らの知的資産の共

有、活用などの成功事例を発表させている」の他

は、全般的に経営方針への組込みと経営者、管理

職の率先した行動が多くなっていると言えよう。

９．４．２ 知的資産管理の展開方法と浸透度

図９―１１は、知的資産管理を実践している企業

における展開方法と浸透度の関係を表している。

「全従業員の８割以上」と「全従業員の５～７

割程度」を合わせて見ると、「経営者、管理職が

率先して知的資産管理を実践している」と「経営

者が知的資産管理に関する方針や考え方を社内報、

講演などで発表している」の浸透度が５割を超え

ている。また、「経営者や管理職がホームページ

などを通じて知的資産管理に関する方針や考え方

を社員に啓蒙している」の浸透度に至っては、６

割を超えている。つまり、経営者の率先した行動

が、従業員に良い影響を与えていると考えられる。

図９―１０ 知的資産管理の展開方法
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16.8
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7.4
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8.0

9.9
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実践経営者合計�
N＝299

経営者・管理職が率先して知的資産管理を実践している�
N＝83

知的資産管理に関する方針や考え方を経営方針に組み込んでいる�
N＝89

経営者・管理職がホームページなどを通じて知的資産管理に関する方針や考え方を社員に啓蒙している�
N＝35

経営者が知的資産管理に関する方針や考え方を社内報、講演などで発表している�
N＝62

管理職が知的資産管理に関する方針や考え方を会議、研修などで社員へ説明している�
N＝115

知的資産管理を推進させる責任を管理職に対して課している�
N＝76

社内発表会などで社員に自らの知的資産の共有、活用などの成功事例を発表させている�
N＝85

その他�
N＝16

全従業員の�
８割以上� 全従業員の�

１割未満�

全従業員の�
２～４割程度� 無回答�全従業員の�

５～７割程度�

100％�80％�60％�40％�20％�0％�

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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2.39.0

8.6

4.4

7.1 3.5

2.6
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12.9 44.7

56.337.5
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16.9

45.2 16.48.7

6.5

27.4

43.4

28.1

45.7

36.8

31.8

33.9

35.7

6.3

1.2

2.3

以上のことから、知的資産管理を全社に展開す

るには、単にその方針や考え方を従業員へ展開す

るだけでなく、経営者が率先して行動することが

必要であると考えられる。よって、仮説４は「ほ

ぼ仮説どおり」の結果が得られたと言えよう。

９．５ 仮説５検証（インセンティブ）

仮説５）価値ある知的資産の創出には、従業

員が自発的に知識を吐き出すようなしくみや

制度を設けることが必要である。

仮説５は、インセンティブの効果度、実践度、

そして、知的資産管理の促進要因をもとに検証し

た。

９．５．１ インセンティブの効果度

図９―１２は、知的資産管理の推進には、どのよ

うなモチベーション、インセンティブ、あるいは

社内制度が効果的と考えられているかを表してい

る。

一見して分かるように、知的資産管理に最も効

果があるインセンティブは、知的資産管理を実践

している経営者の約３割、従業員の約４分の１が

図９―１２ 知的資産管理に効果的なインセンティブ５

５ 従業員の数値は、複数回答から得られた結果の合計が１００％になるように調整している。

図９―１１ 知的資産管理の展開方法と浸透度の関係
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社員の意識改革�
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情報技術（イントラネットなど）の積極的活用�

管理職クラスのリーダシップ�

経営者・管理職の情報リテラシーの向上�

能力型人事評価制度の導入�

社員の情報リテラシーの向上�

経営者クラスのリーダシップ�

教育・研修制度の拡充�

経営戦略・方針や長期ビジョンの明確化�

ビジネスプロセスの改革（BPR）�

企業・組織文化の改革�

知的資産管理の実践に伴う特別な省力化�

権限委譲の徹底�

知的資産管理担当部門・CKO（知的資産統括役員）の設置�

プロジェクトチーム制導入などの組織改革�

部門を超えた人事異動�

知的資産管理に関するノウハウを持つ外部専門機関の活用�

外部との連携強化（提携など）�

無回答�

その他�

58.0

28.2

38.9

47.6

48.1
68.7

30.8
38.4

26.7

26.5
17.4

17.4

15.3
17.6

16.8
16.8

13.7

7.1

18.0

16.6

0.0

0.0

経営者（N=393、MA）�
従業員（N＝489、MA）�

13.5

「人事評価制度との連動」と回答している。やは

り、従業員の意識や行動を変革するには、知的資

産管理の実践に対する評価として、昇進、昇給な

どの報酬を与えることが効果的であると考えられ

る。

９．５．２ 知的資産管理の促進要因（インセンティ

ブ）

図９―１３は、知的資産管理の促進要因を表して

いる。

経営者の約５割、従業員の約６割ともに「知的

資産の提供・活用を評価する制度の確立」をあげ

ている。

９．５．３ インセンティブの実践度

図９―１４は、現状企業でどのようなモチベー

ション、インセンティブ、あるいは社内制度が実

践されているかを表している。

知的資産管理を実践している企業の約４割が

「部門の業績評価との連動」、４割を超える従業

員が「社内の事例発表会」をあげている。また、

知的資産管理を実践している企業の約３割が「そ

のような制度は設けていない」と回答している。

以上のことから、現状、多くの企業が効果的な

インセンティブを確立していないが、仮説５は

「ほぼ仮説どおり」の結果が得られたと言えよう。

９．６ 仮説６検証（風土・文化）

仮説６）知的資産管理の推進には、まず、従

業員の意識改革、次に、従業員１人１人の知

識の創出を促すような風土、文化を定着させ

る必要がある。

仮説６は、知的資産管理の促進要因、浸透度、

企業・部門の風土・文化、そして、先進企業ヒア

リング調査結果をもとに検証した。

図９―１３ 知的資産管理の促進要因

１２３ 郵政研究所月報 １９９９．７
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2.9

0.0

6050403020100 ％�

経営者� 従業員�

トップダウン的にものごとが決まる�

フランクに意見が言い合える風土である�

形式にあまりこだわらない職場である�

現場の意見が尊重されている�

社員個人の責任権限範囲が広い�

ボトムアップ的な活動が盛んである�

実力本位の評価がなされている�

インフォーマルな組織が豊富である�

ギブ＆テイクの精神が根付いている�

無回答�

その他�

8.8
9.9

26.0

19.1

15.5

13.0

15.7

25.4

10.8

15.5

6.1
経営者（N＝393、MA）�
従業員（N＝489、MA）�

13.0

39.1

23.7

11.0

29.1

20.2

19.1

29.8

43.6

9.9

1.3

0.0

0.0

50403020100 ％�

実践経営者�実践従業員�

人事評価制度との連動�

社内研修制度との連動�

社内表彰制度�

部門の業績評価との連動�

社内の事例発表会�

その他�

経営者・役員のコミットメント�

無回答�

そのような制度などは設けていない�

17.4

16.1

7.0

26.6

17.4

実践経営者（N＝299、MA）�
実践従業員（N＝282、MA）�

９．６．１ 知的資産管理の促進要因（風土・文化）

図９―１３を見れば分かるように、経営者の約６

割、従業員の約７割が「従業員の意識改革」をあ

げている。経営者、従業員ともに、知的資産管理

の推進には「従業員の意識改革」が最も重要であ

ると考えられている。

９．６．２ 企業・部門の風土・文化

図９―１５は、企業あるいは部門にどのような風

土・文化があるのかを表している。

経営者、従業員ともに「トップダウン的にもの

ごとが決まる」「フランクに意見を言い合える風

土である」が４～５割と最も多く、同じような傾

向となっている。

しかし、従業員が知識を創出するような「ギブ

＆テイクの精神が根付いている」「ボトムアップ

的な活動が盛んである」などの風土・文化は、１

割前後とごく僅かとなっている。

図９―１５ 企業・部門の風土・文化

図９―１４ 現状実践されているインセンティブ

１２４郵政研究所月報 １９９９．７
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46.6

41.0

46.8

41.3

48.3

37.7

37.8

42.9

45.5

50.0

62.5

16.4

18.2

11.2

17.7

10.0

15.0

9.4

8.1

17.9

13.6

50.0

12.5

2.3

1.4

3.0

0.0

1.3

1.7

3.8

2.7

3.6

0.0

0.0

12.5

0.0

0.0
12.5

0.0

100％�80％�60％�40％�20％�0％�

 

全従業員の�
８割以上�

全従業員の�
５～７割程度�

全従業員の�
１割未満�

全従業員の�
２～４割程度� 無回答�

実践経営者合計　N＝299

トップダウン的にものごとが決まる　N＝148

フランクに意見を言い合える風土である　N＝134

形式にあまりこだわらない職場である　N＝79

現場の意見が尊重されている　N＝80

社員個人の責任権限範囲が広い　N＝60

ボトムアップ的な活動が盛んである　N＝53

実力本位の評価がなされている　N＝37

インフォーマルな組織が豊富である　N＝28

ギブ＆テイクの精神が根付いている　N＝22

その他　N＝4

無回答　N＝8

９．６．３ 企業・部門の風土・文化と知的資産管理

の浸透度

図９―１６は、知的資産管理の実践企業における

企業・部門の風土・文化と知的資産管理の浸透度

の関係を表している。

「全従業員の８割以上」「全従業員の５～７割程

度」まで含めて見ると、「フランクに意見を言い

合える風土である」「現場の意見が尊重されてい

る」「ボトムアップ的な活動が盛んである」「実力

本位の評価がなされている」が、４割を超えてい

ることが分かる。

つまり、従業員にとって自由でメリットのある

風土・文化ほど、知的資産管理の浸透度が高いと

考えられる。

９．６．４ 先進企業ヒアリング調査結果（風土・文

化）

先進企業のヒアリング調査結果からも、従業員

の意識改革、知識を生み出させるような風土・文

化の重要性が伺える。

エーザイでは、社長が「エーザイ・イノベー

ション宣言」を発し、全従業員に「世の中変わり

ます。あなたは変われますか？」というメッセー

ジを投げかけている。これは、従業員の意識を変

えるだけの協力なインパクトがあったと考えられ

ており、知識創造活動の発端となっている。

花ごころでは、社長自らが事あるごとに従業員

に情報を伝え、「わかるまで話す。わかるまで聞

く。」といった姿勢で従業員と接している。また、

「知っている人に聞く」など教え合う風土が生ま

れている。

富士通で求められている精神は、「Give&

Take」を上回る「Give Give&Take」であり、

「Take無しではGiveしない」という考え方の持

ち主の情報は、もはや不要な情報と考えられてい

る。

以上のことから、仮説６は「仮説どおり」の結

果が得られたと言えよう。

図９―１６ 企業・部門の風土・文化と知的資産管理の浸透度の関係
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イントラネット活用企業合計�
N＝197�

�
極めて活用している�

N＝95

まずまず活用している�
N＝83

あまり活用していない�
N＝18

ほとんど活用していない�
N＝1

47.2 34.0 18.3 0.5

0.0

1.2

0.0

0.0
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12.630.556.8

39.8 36.1

33.3 38.9 27.8
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100.0
0.0

0％� 20％� 40％� 60％� 80％� 100％�

意識的に実践�
している� 意識的ではないが�

実践している�
実践していない�

無回答�

20.1

5.6

3.3

0.8

63.4

11.7

4.1

0.0

0.8

706050403020100

経営者� 従業員�

グループウェア�

イントラネット�

データウェアハウス�

インターネット�

ERP

無回答�

エクストラネット�

その他�

41.5
48.1

47.1

35.4

18.6

17.6

37.0

経営者（N=393、2A）�
従業員（N＝489、2A）�

％�

９．７ 仮説７検証（情報インフラ）

仮説７）知的資産管理の実践には、情報イン

フラ、中でも「イントラネット」の活用が効

果的である。

仮説７は、情報インフラの効果度、活用度、そ

して、知的資産管理の実践度をもとに検証した。

９．７．１ 情報インフラの効果度

図９―１７は、知的資産管理を実践する上で効果

的な情報インフラは何かを表している。

一見して分かるように、経営者の約５割、従業

員の約６割ともにイントラネットをあげている。

イントラネットに注目してさらに分析を試みた。

９．７．２ イントラネットの活用度と知的資産管理

の実践度

図９―１８は、経営者の視点から見た、イントラ

ネット導入企業における、その活用度と知的資産

図９―１８ イントラネットの活用度と知的資産管理の実践度（経営者の視点）

図９―１７ 知的資産管理に効果的な情報インフラ
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100％�80％�60％�40％�20％�0％�

従業員合計�
N＝489

極めて活用している�
N＝136

まずまず活用している�
N＝145

あまり活用していない�
N＝54

ほとんど活用してない�
N＝39

導入されていない�
N＝115

57.7 42.3

25.075.0

35.9

50.050.0

38.5 61.5

60.939.1

64.1

実践している� 実践していない�

管理の実践度の関係を表している。

「意識的に実践している」の部分を見れば分か

るように、イントラネットの活動度が高い企業ほ

ど、知的資産管理を意識的に実践している割合が

高くなっていることが分かる。

図９―１９は、従業員の視点から見た方である。

経営者の視点と同様、イントラネットの活用度

が高い企業ほど、知的資産管理を実践している割

合が高くなっていることが分かる。

以上のことから、仮説７は「仮説どおり」の結

果が得られたと言えよう。

９．８ 仮説検証結果

９．８．１ 仮説検証結果

各仮説の検証結果を整理すると表９―１のよう

になり、総合的に評価すると「ほぼ仮説どおり」

の結果が得られたと言えよう。

９．８．２ 予測外の結果

今回の仮説検証結果から、特に予測外の結果と

して、次の２点があげられる。

第１は、仮説２（管理のレベル）において、知

的資産の全般的な実践度の順位が「定型的＞経験

的＞非定型的＞基幹的」となり、経験的な知的資

産の実践度が、非定型的な知的資産の実践度を上

回ったことである。経験的な知的資産は、無形の

知的資産ゆえに、共有、活用などを実践すること

は難しいと考えられがちであるが、協働作業や

OJTでは可能と言われている。このような意味で

は、国内企業における知的資産管理は、協働作業

やOJTを中心に実践されていると考えられる。

第２は、仮説３（知的資産の源泉）において、

重要な知的資産を保有している役職が、経営者の

４分の３は「部課長クラス」と回答しているのに

対し、従業員の約４割が係長・主任クラスと回答

表９―１ 仮説検証結果

仮 説 仮説検証結果

仮説１（認識と意欲） 仮説どおり

仮説２（管理のレベル） ほぼ仮説どおり

仮説３（知的資産の源泉） ほぼ仮説どおり

仮説４（経営者方針） ほぼ仮説どおり

仮説５（インセンティブ） ほぼ仮説どおり

仮説６（風土・文化） 仮説どおり

仮説７（情報インフラ） 仮説どおり

図９―１９ イントラネットの活用度と知的資産管理の実践度（従業員の視点）
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している点である。この結果は、経営者、従業員

ともに身近な役職または自分の視野に入る役職に

重要な知的資産があるのではないかと考えられて

いると推測できる。

１０．知的資産管理の現状と課題

知的資産管理の現状と推進上の課題について整

理した結果、次の５点が明らかになった。

１０．１ ほとんどの企業が知的資産管理を重要視

第１は、９割を超える企業が知的資産管理を重

要視しており、実践意欲も強いというこである。

従って、知的資産管理は単なる一ブームに終わら

ず、今後の多くの企業でその取組みが始まること

が予想される。

１０．２ 最も重要な知的資産は「草の根」の知識

第２は、企業にとって最も重要な知的資産は、

営業販売、研究開発などの現場部門の従業員１人

１人の経験的な知的資産、すなわち「草の根」の

知識であるということである。図１０―１は、経営

者の視点から見た知的資産別の重要度と実践度の

関係を散布図として表している。

縦軸は知的資産の重要度、横軸は知的資産の実

践度を表している。それぞれの平均値により分割

された４つの領域のうち、３つの領域内の知的資

産は、次のように定義付けられる。

● 重要度も実践度も高い領域内の知的資産

：「必須資産」

● 重要度は低いが実践度は高い領域内の知的資

産 ：「必要資産」

● 重要度は高いが実践度は低い領域内の知的資

産 ：「課題資産」

表３―３と照らし合わせて見ると「草の根」の

知識は「１―B」となり、必須資産となっている

ことが分かる。

図１０―２は、従業員の視点から見た方である。

経営者の視点と比較すると、より顕著に「草の根」

の知識である「１―B」が「必須資産」となって

いることが分かる。

以上のことから、「草の根」の知識は、企業に

なくてはならない知的資産と言えよう。

１０．３ 経営者の率先行動が成功のカギ

第３は、知的資産管理を推進する上での成功の

カギは、経営者の率先行動にあるということであ

図１０―１ 知的資産の重要度と実践度の関係（経営者の視点）
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る。知的資産管理を全社に浸透させるには、明確

な経営者方針を打ち立てるだけでなく、自ら率先

して全社に展開を図り、従業員の意識改革を行っ

ていくことが必要である。

１０．４ 知的資産の創出には評価制度が有効

第４は、企業にとって価値ある知的資産を創出

するには、知的資産管理の実践に対する評価制度

やインセンティブ制度を設けることが有効である

ということである。また、従業員にとってメリッ

トのある風土・文化を定着させれば、より価値あ

る知的資産を創出することができると考えられる。

１０．５ 情報インフラは知的資産管理に有効

第５は、約５割の企業が、情報インフラ、特に

イントラネットは、知的資産管理に効果的である

と考えており、イントラネットをよく活用してい

る企業ほど、知的資産管理の実践意欲も強いとい

うことである。

以上のように、知的資産管理を推進するために

は、知的資産管理に効果的な情報インフラを活用

することも必要であるが、経営者の率先した行動、

従業員へのインセンティブ供与、従業員の意識改

革など、組織の運営面での改革や工夫が重要とな

る。

１１．知的資産管理の郵政事業への適用

最後に、知的資産管理の郵政事業への適用を考

えてみる。全国に２４，７００局の郵便局、そして約３０

万人の郵政職員がいる。郵政省では「郵政行政情

報５ケ年計画」の中で、先進的な情報通信基盤の

整備として「郵政省WAN」の構築を推進してい

るところである。これにより、全郵政職員がネッ

トワークで結ばれ、職員１人１人の知恵やノウハ

ウが、双方向、メッシュ型でやり取りされるよう

になれば、より戦略的な郵政事業経営に結び付け

られるのではないかと考えられる。

１２．おわりに

本調査研究では、郵政研究所客員研究官である

土谷茂久千葉工業大学工学部教授にご指導頂いた。

また、企業アンケート調査、従業員アンケート調

査、及び先進企業ヒアリング調査に関しても多く

の関係者にご協力を頂いた。この場を借りて感謝

を申し上げる。

なお、本稿は、１９９９年５月１５日（土）に行われ

図１０―２ 知的資産の重要度と実践度の関係（従業員の視点）
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た経営情報学会１９９９年春季全国研究発表大会知的

資産管理セション、及び１９９９年６月４日（金）に

行われた第１１回郵政研究所研究発表会第２部情報

通信セッションでの発表内容に加筆、修正したも

のである。
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